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会社概要



P&G 米国本社 オハイオ州 シンシナティ

２２の１０億ドルブランド

• 事業分野：

- ビューティーケア製品

- ファミリー＆ヘルスケア製品

- ハウスホールドケア製品

• ２００５／０６年度 業績

‒ 純売上高 ６８２億米ドル

‒ 純利益 ８６億米ドル

P&Gの概要 （Worldwide)

約８０カ国の拠点で働く約１４万人の
社員が、約３００のP&Gブランドを世
界１６０ヵ国以上の消費者にお届け
しています



• 1973年 事業開始

• 1993年 神戸市東灘区六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞに

日本本社・テクニカルセンターを竣工

• 2007年現在

- 4つの工場（高崎・茨城・滋賀・明石）

- 従業員数：約4,600人

日本本社（神戸市六甲アイランド）

（2006年6月30日現在）

P&Gの概要 （日本）



取り組みを始めた経緯および事例



PVP

企業方針 (Purpose)
価値観 (Values)
理念 (Principles)



私たちは、世界の消費者の生活を向上させる、
すぐれた品質と価値を持つＰ＆Ｇブランドの

製品とサービスを提供します。
その結果、消費者は私たちにトップクラスの売上と利益、価値の創造をもたらし、
ひいては社員、株主、そして私たちがそこに住み働いている地域社会も

繁栄することを可能にします。

誠実さ

リーダーシップ

オーナーシップ

勝利への情熱

信頼

私たちはすべての個人を尊重します
会社と個人の利害は分かち難いものです。
私たちは戦略的に重要な仕事を重点的に行います。
革新は、私たちの成功の礎です。
私たちは、社外の状況を重視します。
私たちは、個人の専門的能力に価値をおきます。
私たちは、最高を目指します。
相互協力を信条とします。

企業方針 (Purpose)

価値観 (Values) 理念 (Principles)



取り組みを始めた背景

• すべての個人を尊重すると言う企業理念
• 多様性の推進が経営戦略の一つ
• 全ての社員がその最大限の能力を発揮できる組織
• 充実感を持って働くことが出来る環境
• 多様な社員は多様なニーズを持つと言う認識



P&Gの人材育成システム

全社員が
最大限の能力を
発揮できる組織

個人の成果に
基づく報酬

社員の意欲と
向上心を引き出す
職場環境

職種別採用

ダイバーシティを
活かす組織

企業理念に基づく
言動の周知徹底

適応力と生産性
の高い組織

競争力のある
給与・福利厚生

内部からの
登用・昇進



全社員が
最大限の能力を
発揮できる組織

P&Gの日本におけるダイバーシティ戦略

公正な社員比率の促進
(性別・現地採用者）

ダイバーシティスコアカード

ダイバーシティ専任
マネージャー職設置

ダイバーシティ貢献度の評価

公平な採用・アサインメント・昇進

公平な人材育成

ダイバーシティトレーニング

ダイバーシティネットワーク

ハラスメント トレーニング

柔軟な勤務形態

ワーク／ライフ バランス

両立支援制度

ダイバーシティを
活かす組織



柔軟な勤務体系

フレキシブルワークアワー

時間短縮勤務

在宅勤務



取り組み事例

ﾜｰｸ･ｱﾝﾄﾞ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ･ﾌﾟﾗﾝ (W&DP)
--- P&G世界共通のプログラム

• 上司と１年間の業績の確認、今後１年間の業務
計画と達成目標、研修ﾌﾟﾗﾝや仕事の優先順位に
ついて最低年１回話し合い、署名する。

• W&DPで合意したワークプランに基づいて成果
が評価される



W&DPW&DP
• 個人による業績のレビュー
• 第三者からのフィードバック

– フィードバックを重要視するカルチャー
• 上司との協議：

– 業績のレビュー
– 今後のワークプラン・個人の能力開発プランへの合意

• ワークプランは会社のプランと一貫性がある

– 中長期的なキャリア・制約事項・個人的な事情の確認
• 上階層による確認と承認

– 本人・直属の上司およびその上司のサイン



取り組みの効果



取り組みの効果

62%全社員に占める女性の割合

33%総合職に占める女性の割合

25%課長相当職に占める女性の割合

26%部長相当職に占める女性の割合

性別における多様性

• 社内満足度調査



取り組みの成功要因



取り組みの成功要因

• 全従業員に対して「全ての個人を尊重し、多
様性を尊重する」という企業理念を周知徹底
する

• ダイバーシティの大切さ、ベターワーク・ベ
ターライフ施策が会社と従業員の双方にもた
らす意義を経営者が明確にし、全従業員に機
会あるごとに伝える



Question


